
コンテナ岸壁の延伸事業（博多港アイランドシティ地区） コンテナ船荷役状況（志布志港新若浜地区）

フェリー・RORO船ターミナルの整備（北九州港新門司地区）

離島の旅客ターミナルの整備（厳原港厳原地区）
いづはら

九州のフェリー（長距離・幹線航路）・RORO航路
※RORO船：トラックなどの車両を運搬できる
　　　　　　貨物用船舶

九州・沖縄の国・県・市町村を
メンバーとするブロック発注者協議会

◇滑走路増設事業の概要

モデル事務所：立野ダム工事事務所モデル事務所：立野ダム工事事務所

※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）

フェリー
RORO船

離陸を待つ
航空機

▼ガントリークレーン

▼コンテナ船

岸壁の延伸岸壁の延伸

※i-construction：国土交通省が掲げる生産性革命プロジェクトの1つ

昭和63年

平成28年
4月

86420 10
（時間）

8時間45分

4時間25分短縮
4時間20分

【生産性向上のイメージ】

【ICT土工活用工事の効果】 【BIM/CIM※活用のイメージ】

【ICT土工】

150100500 200
（人日）

ICT施工

作業時間※縮減効果

従来施工

111.0

170.3

ICT導入で約3割
生産性を向上

3次元データを重機に読み込み、
確認しながら目印（丁張り）無しで
効率的に工事を行います

北九州市～宮崎市の所要時間比較

設計データ
（イメージ）

切出位置

・丁張り不要
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宮崎市
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市

熊本市

長崎市

佐賀市

福岡市

延岡市からの時間距離※の変化

※時間距離：中心都市から各都市までの
　距離を自動車での所要時間で表現したもの

東町漁協
あずまちょう

約48分短縮

鹿児島県内
ブリ取扱量
(14,202t)

東町漁協
78%

その他
10%

鹿屋市
市場4%

鹿児島市
中央市場8%

資料：鹿児島県水産物卸売市場年報(H30)

（鹿児島県内約８割）

長島町における「養殖ブリ」収穫量
資料：海面漁業生産統計調査 資料：東町漁協ヒアリング結果(R2.4)

全体の収穫量が減少する中
中国地方への出荷量が増加

出水～阿久根間
開通開通(トン）

(トン）

【東町漁協～八代IC】
整備前：約131分
整備後：約83分

ブランド養殖ブリの輸送範囲（翌日売り）

＜鹿児島県内「ブリ」取扱量＞

中国地方へのブリ出荷量
南九州西回り自動車道
高規格道路
国道 八代日奈久道路

延長12.0km
H13.10
全線開通

日奈久芦北道路
延長16.8km
H21.4
全線開通

芦北出水道路
延長29.6km
事業中

出水阿久津道路
延長14.9km
H29.11
全線開通

2車線
4車線

事業中区間
開通区間

H28.2
開通

H31.3
開通

フェリー・RORO船ターミナル
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約1.2倍
（約140t増加）
約1.2倍

（約140t増加）

芦北～津奈木間

滑走路間隔
210m

九州圏広域地方計画は、平成２８年３月に決定し、九州圏の更なる発展に向け、今後概ね１０年間の地域のグランドデザイン
をとりまとめたものです。本計画は、３つの将来像と５つの戦略から構成されています。

九州地方の人口、面積、域内総生産（GDP）、製造品出荷額は、全国の１割程度です。

・世界の成長センターであるアジア地域の成長力を引き込む
日本の成長センター「ゲートウェイ九州」となって、日本の経済
成長に貢献することを目指しています。

・アジアとの交流・連携を促進する「ゲートウェイ九州」の形成
プロジェクト
・国内各圏域との交流・連携の強化プロジェクト

重点的に取り組む5つの戦略とそれを支える12のプロジェクト

東九州自動車道が北九州市から宮崎市まで直結したことにより、循環型の高速道路ネットワークが構築され、昭和63年当時
と比べると、北九州市から宮崎市までの所要時間が４時間２５分短縮しました。今後、東九州自動車道以外の道路ネットワーク
の推進により、さらなる時間短縮効果に加え、災害に強い道路ネットワークの構築を目指します。

新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、国際競争力の強化や訪日外国人旅行者の受入に対応した空港の機能強化を計
画的に推進します。
航空機の混雑・遅延の解消及び将来の航空需要に対応するため、福岡空港では滑走路の増設事業を推進します。

近年の激甚化する災害やインフラ老朽化の課題を解決し、地域の安全・安心を確保するためには、「地域の守り手」と
して最前線で活躍する地元建設業者の存在が必要不可欠です。
中長期的な建設業の「担い手の確保・育成」のため、市場の実態を反映した適正な予定価格の設定や工期の設定、施
工時期の平準化に、自治体と連携し取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症を契機とし、『非接触・リモート型』の働き方への転換と、さらなる生産性の向上を図るため、
インフラ分野のDXを推進します。
国土交通本省や国土技術政策総合研究所と連携した推進体制を構築するとともに、DXルームなどDX推進のための環境
を整備し、3次元データを活用した新技術の開発やこれらを活用する人材の育成を促進します。

・発注者・受注者間のやりとりを「非接触・リモ－卜」
 方式に転換するためのICT環境を整備

測量から設計、施工、維持管理に至る全ての建設プロセスで３次元データとITを組み合わせたi-Constructionを推進
します。

経済成長する東南アジアからの貨物を取り込むため、航路網の充実及び輸出入のためのコンテナの積替機能強化を図ります。

南九州西回り自動車道の開通により、東町漁協とのアクセス性が向上し、中国地方への出荷量が増加しました。今後、南九州西
回り自動車道の更なる整備に伴う、中部地方への販路拡大により、地域活性化が期待されます。今後も、人流・物流ネットワークに
寄与する道路整備を推進します。

近年、トラックドライバー不足が深刻化し、陸上輸送から海上輸送へ
のシフトが進み、国内物流を支えるフェリー・RORO船の役割が注目
されています。

■九州圏の３つの将来像
1.日本の成長センター「ゲートウェイ九州」

2.三層の重層的な圏域構造からなる「元気な九州圏」

九州圏広域地方計画ホームページ
http://www.qsr.mlit.go.jp/suishin/

3.巨大災害対策や環境調和を発展の原動力とする
　「美しく強い九州」

■将来像の実現に向けた戦略（プロジェクト）

１.アジアゲートウェイ機能の強化

・九州圏に活力をもたらす交流・連携の促進プロジェクト
・九州圏の交流・連携を促進するネットワーク基盤の整備プロ
ジェクト

2.九州圏の活力を創出する交流・連携の促進

・九州圏を支える基幹産業の発展と活性化プロジェクト
・高度なニーズにこたえる農林水産業や地域産業の新たな展開
プロジェクト

3.九州圏の基幹産業や地域産業の活性化

・九州圏の活力源となる高次都市機能の向上と連携の強化プロ
ジェクト
・都市と農山漁村の連携の強化と生活環境の向上プロジェクト
・離島・半島・中山間地域等の活力の維持と向上を図る定住環境
の形成プロジェクト　
・九州圏の活力を担う人材の地産地活プロジェクト

4.九州圏の圏域機能の向上と連携の強化

・巨大災害等への対応力の強化プロジェクト
・環境負荷の軽減と自然環境・国土の保全プロジェクト

5.九州圏の安全・安心の確保と自然環境・国土の保全

九州圏広域地方計画 検 索

九州圏広域地方計画　日本の成長センター「ゲートウェイ九州」～新しい風を西から～

九州地方の人口 九州地方の面積

九州地方の域内総生産（GDP） 九州地方の製造品出荷額

週休2日応援サイト 検索 『週休2日応援サイト』や『Facebookページ』
の開設により企業の取組を支援しています。全国

127,112千人
全国

365,188k㎡

北海道
5,267千人
（4.2%）

北海道
83,424k㎡
（22.8%）

沖縄
2,282k㎡
（0.6%）

東北
63,855k㎡
（17.6%）

関東
32,243k㎡
（8.8%）

中部
60,289k㎡
（16.6%）

近畿
32,858k㎡
（8.9%）

中国
31,816k㎡
（8.7%）

四国
18,787k㎡
（5.2%）

九州
39,634k㎡
（10.8%）

沖縄
1,481千人
（1.1%）

東北
8,750千人
（6.9%）

関東
43,607千人
（34.3%）

資料：令和3年1月住民基本台帳（総務省）

資料：令和2年10月全国都道府県
        市区町村別面積調
※都県にまたがる境界未定地域は含まない

資料：平成29年県民経済計算（内閣府）
資料：平成30年工業統計調査
　　（経済産業省）

中部
21,438千人
（16.9%）

近畿
22,483千人
（17.7%）
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7,338千人
（5.8%）

四国
3,801千人
（2.9%）

九州
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（10.2%）
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19兆4,301億円
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九州
47兆371億円
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北陸
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中部
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中国
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四国
9兆5,000億円
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25兆2,000億円
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全国
331兆9,000億円

新しい風を西から起こす

アジアの成長力
を引き込む

世界の成長センター

アジア地域

日本の成長センター
「ゲートウェイ九州」

国内各圏域との
交流・連携の強化
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ジャカルタ

フェリー寄港地

RORO船寄港地

■九州の将来像

○道路の整備効果（南九州西回り自動車道の整備効果）
■社会資本整備の戦略的かつ計画的な推進
○生産性を高める交通ネットワークの構築

■働き方改革、インフラ分野のDXの促進■人流・物流ネットワークの整備効果

『非接触・リモー卜型』に働き方を転換 インフラDXを推進する体制の構築

九州地方整備局DXルーム

○建設業の担い手の確保・育成

○インフラ分野のDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

○建設プロセス全体を３次元データでつなぐi-constructionの推進

○港湾の機能強化

■九州地方の現状

○港湾の整備効果

○航空ネットワークの充実

国土交通本省
インフラDX総合推進室
・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔 　
　機能等

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進
・新技術の現場実証等

国総研、土研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
･直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・3次元データや5G等を活用した新技
 術の研究開発
・海外動向の研究等

企業 大学

連携九州地方整備局 
インフラDX推進センター

九州技術事務所
(BIM/CIM人材育成センター)

持続的な経済成長の実現
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長島町における「養殖ブリ」収穫量
資料：海面漁業生産統計調査 資料：東町漁協ヒアリング結果(R2.4)
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中国地方へのブリ出荷量
南九州西回り自動車道
高規格道路
国道 八代日奈久道路

延長12.0km
H13.10
全線開通

日奈久芦北道路
延長16.8km
H21.4
全線開通

芦北出水道路
延長29.6km
事業中

出水阿久津道路
延長14.9km
H29.11
全線開通
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九州圏広域地方計画は、平成２８年３月に決定し、九州圏の更なる発展に向け、今後概ね１０年間の地域のグランドデザイン
をとりまとめたものです。本計画は、３つの将来像と５つの戦略から構成されています。

九州地方の人口、面積、域内総生産（GDP）、製造品出荷額は、全国の１割程度です。

・世界の成長センターであるアジア地域の成長力を引き込む
日本の成長センター「ゲートウェイ九州」となって、日本の経済
成長に貢献することを目指しています。

・アジアとの交流・連携を促進する「ゲートウェイ九州」の形成
プロジェクト
・国内各圏域との交流・連携の強化プロジェクト

重点的に取り組む5つの戦略とそれを支える12のプロジェクト

東九州自動車道が北九州市から宮崎市まで直結したことにより、循環型の高速道路ネットワークが構築され、昭和63年当時
と比べると、北九州市から宮崎市までの所要時間が４時間２５分短縮しました。今後、東九州自動車道以外の道路ネットワーク
の推進により、さらなる時間短縮効果に加え、災害に強い道路ネットワークの構築を目指します。

新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、国際競争力の強化や訪日外国人旅行者の受入に対応した空港の機能強化を計
画的に推進します。
航空機の混雑・遅延の解消及び将来の航空需要に対応するため、福岡空港では滑走路の増設事業を推進します。

近年の激甚化する災害やインフラ老朽化の課題を解決し、地域の安全・安心を確保するためには、「地域の守り手」と
して最前線で活躍する地元建設業者の存在が必要不可欠です。
中長期的な建設業の「担い手の確保・育成」のため、市場の実態を反映した適正な予定価格の設定や工期の設定、施
工時期の平準化に、自治体と連携し取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症を契機とし、『非接触・リモート型』の働き方への転換と、さらなる生産性の向上を図るため、
インフラ分野のDXを推進します。
国土交通本省や国土技術政策総合研究所と連携した推進体制を構築するとともに、DXルームなどDX推進のための環境
を整備し、3次元データを活用した新技術の開発やこれらを活用する人材の育成を促進します。

・発注者・受注者間のやりとりを「非接触・リモ－卜」
 方式に転換するためのICT環境を整備

測量から設計、施工、維持管理に至る全ての建設プロセスで３次元データとITを組み合わせたi-Constructionを推進
します。

経済成長する東南アジアからの貨物を取り込むため、航路網の充実及び輸出入のためのコンテナの積替機能強化を図ります。

南九州西回り自動車道の開通により、東町漁協とのアクセス性が向上し、中国地方への出荷量が増加しました。今後、南九州西
回り自動車道の更なる整備に伴う、中部地方への販路拡大により、地域活性化が期待されます。今後も、人流・物流ネットワークに
寄与する道路整備を推進します。

近年、トラックドライバー不足が深刻化し、陸上輸送から海上輸送へ
のシフトが進み、国内物流を支えるフェリー・RORO船の役割が注目
されています。

■九州圏の３つの将来像
1.日本の成長センター「ゲートウェイ九州」

2.三層の重層的な圏域構造からなる「元気な九州圏」

九州圏広域地方計画ホームページ
http://www.qsr.mlit.go.jp/suishin/

3.巨大災害対策や環境調和を発展の原動力とする
　「美しく強い九州」

■将来像の実現に向けた戦略（プロジェクト）

１.アジアゲートウェイ機能の強化

・九州圏に活力をもたらす交流・連携の促進プロジェクト
・九州圏の交流・連携を促進するネットワーク基盤の整備プロ
ジェクト

2.九州圏の活力を創出する交流・連携の促進

・九州圏を支える基幹産業の発展と活性化プロジェクト
・高度なニーズにこたえる農林水産業や地域産業の新たな展開
プロジェクト

3.九州圏の基幹産業や地域産業の活性化

・九州圏の活力源となる高次都市機能の向上と連携の強化プロ
ジェクト
・都市と農山漁村の連携の強化と生活環境の向上プロジェクト
・離島・半島・中山間地域等の活力の維持と向上を図る定住環境
の形成プロジェクト　
・九州圏の活力を担う人材の地産地活プロジェクト

4.九州圏の圏域機能の向上と連携の強化

・巨大災害等への対応力の強化プロジェクト
・環境負荷の軽減と自然環境・国土の保全プロジェクト

5.九州圏の安全・安心の確保と自然環境・国土の保全

九州圏広域地方計画 検 索

九州圏広域地方計画　日本の成長センター「ゲートウェイ九州」～新しい風を西から～

九州地方の人口 九州地方の面積

九州地方の域内総生産（GDP） 九州地方の製造品出荷額

週休2日応援サイト 検索 『週休2日応援サイト』や『Facebookページ』
の開設により企業の取組を支援しています。全国

127,112千人
全国

365,188k㎡

北海道
5,267千人
（4.2%）

北海道
83,424k㎡
（22.8%）

沖縄
2,282k㎡
（0.6%）

東北
63,855k㎡
（17.6%）

関東
32,243k㎡
（8.8%）

中部
60,289k㎡
（16.6%）

近畿
32,858k㎡
（8.9%）

中国
31,816k㎡
（8.7%）

四国
18,787k㎡
（5.2%）

九州
39,634k㎡
（10.8%）

沖縄
1,481千人
（1.1%）

東北
8,750千人
（6.9%）

関東
43,607千人
（34.3%）

資料：令和3年1月住民基本台帳（総務省）

資料：令和2年10月全国都道府県
        市区町村別面積調
※都県にまたがる境界未定地域は含まない

資料：平成29年県民経済計算（内閣府）
資料：平成30年工業統計調査
　　（経済産業省）

中部
21,438千人
（16.9%）

近畿
22,483千人
（17.7%）

中国
7,338千人
（5.8%）

四国
3,801千人
（2.9%）

九州
12,947千人
（10.2%）

北海道
19兆4,301億円
（3.5%）

沖縄
4兆4,140億円
（0.8%）

北海道
6兆3,000億円
（1.8%）

沖縄
5,000億円
（0.2%）

東北
23兆7,000億円
（7.2%）東北

43兆4,464億円
（7.7%）

関東
230兆1,696億円
（40.9%）

中部
86兆1,571億円
（15.4%）

近畿
85兆9,000億円
（15.3%）

中国
30兆3,867億円
（5.4%）

四国
14兆5,820億円
（2.6%）

九州
47兆371億円
（8.4%）

全国
561兆5,230億円

関東
87兆3000億円
（26.4%）

北陸
9兆4,000億円
（2.8%）

中部
89兆8,000億円
（27.1%）

近畿
53兆円
（15.9%）

中国
27兆2,000億円
（8.3%）

四国
9兆5,000億円
（2.8%）

九州
25兆2,000億円
（7.5%）

全国
331兆9,000億円

新しい風を西から起こす

アジアの成長力
を引き込む

世界の成長センター

アジア地域

日本の成長センター
「ゲートウェイ九州」

国内各圏域との
交流・連携の強化

福岡

釜山

上海

香港

マニラ

ハノイ

バンコク

ニューデリー

シンガポール

ジャカルタ

フェリー寄港地

RORO船寄港地

■九州の将来像

○道路の整備効果（南九州西回り自動車道の整備効果）
■社会資本整備の戦略的かつ計画的な推進
○生産性を高める交通ネットワークの構築

■働き方改革、インフラ分野のDXの促進■人流・物流ネットワークの整備効果

『非接触・リモー卜型』に働き方を転換 インフラDXを推進する体制の構築

九州地方整備局DXルーム

○建設業の担い手の確保・育成

○インフラ分野のDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

○建設プロセス全体を３次元データでつなぐi-constructionの推進

○港湾の機能強化

■九州地方の現状

○港湾の整備効果

○航空ネットワークの充実

国土交通本省
インフラDX総合推進室
・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔 　
　機能等

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進
・新技術の現場実証等

国総研、土研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
･直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・3次元データや5G等を活用した新技
 術の研究開発
・海外動向の研究等

企業 大学

連携九州地方整備局 
インフラDX推進センター

九州技術事務所
(BIM/CIM人材育成センター)
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● 組織図 ● 組織数
国土交通省

九州地方整備局

総務部
防災室・災害対策マネジメント室

企画部
建政部
河川部
道路部
港湾空港部
営繕部
用地部

事務所
（45 事務所）

本　局

事務所

部
課・室

河川・道路関係事務所
河川関係事務所
道路関係事務所
港湾空港関係事務所
営繕関係事務所
公園関係事務所
技術事務所

8
50
45
9
13
6
13
2
1
1

● 局・事務所位置図
国土交通省 九州地方整備局

河川・道路関係事務所（9箇所）

1

5

4

6

3

2

長崎河川国道事務所

熊本河川国道事務所

八代河川国道事務所

八代復興事務所

大分河川国道事務所

7

9

8

佐伯河川国道事務所

宮崎河川国道事務所

延岡河川国道事務所

大隅河川国道事務所

11

14

15

16

17

18

19

20

21

22

13

12

10 筑後川河川事務所

遠賀川河川事務所

武雄河川事務所

佐賀河川事務所

菊池川河川事務所

川辺川ダム砂防事務所

阿蘇砂防事務所

立野ダム工事事務所

山国川河川事務所

川内川河川事務所

筑後川ダム統合管理事務所

緑川ダム管理所

鶴田ダム管理所

河川関係事務所（13箇所）

道路関係事務所（6箇所）

24

28

27

25

23

26

福岡国道事務所

北九州国道事務所

有明海沿岸国道事務所

佐賀国道事務所

熊本復興事務所

鹿児島国道事務所

港湾空港関係事務所（13箇所）

29

33

32

34

35

36

37

38

39

40

41

31

30

下関港湾事務所

北九州港湾・空港整備事務所

博多港湾・空港整備事務所

苅田港湾事務所

唐津港湾事務所

長崎港湾・空港整備事務所

熊本港湾・空港整備事務所

別府港湾・空港整備事務所

宮崎港湾・空港整備事務所

鹿児島港湾・空港整備事務所

志布志港湾事務所

関門航路事務所

下関港湾空港技術調査事務所

営繕関係事務所（2箇所）

42

43

熊本営繕事務所

鹿児島営繕事務所

公園関係事務所（1箇所）

44 国営海の中道海浜公園事務所

技術事務所（1箇所）

45 九州技術事務所

組織のご案内

国土交通省九州地方整備局
〒812－0013 福岡市博多区博多駅東2丁目10番7号　福岡第二合同庁舎
ホームページ
みなさまの声を聞かせてください。九州地方整備局ホームページ「お問い合わせ」で受け付けています。
【九州地方整備局 Facebook】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://www.facebook.com/qsr.mlit.go.jp

【九州地方整備局 Twitter 採用情報】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://twitter.com/mlitKyushusaiyo

【九州地方整備局 Twitter】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://twitter.com/mlit_kyushu

【九州地方整備局 YouTube】
検索フォームに「九州地方整備局」と入力し検索又は、
右のQRコードからアクセスして下さい。

http://www.qsr.mlit.go.jp/ Eメール qsr-kikaku@mlit.go.jp
TEL.092(471)6331(代)

採用情報

コンテナ岸壁の延伸事業（博多港アイランドシティ地区） コンテナ船荷役状況（志布志港新若浜地区）

フェリー・RORO船ターミナルの整備（北九州港新門司地区）

離島の旅客ターミナルの整備（厳原港厳原地区）
いづはら

九州のフェリー（長距離・幹線航路）・RORO航路
※RORO船：トラックなどの車両を運搬できる
　　　　　　貨物用船舶

九州・沖縄の国・県・市町村を
メンバーとするブロック発注者協議会

◇滑走路増設事業の概要

モデル事務所：立野ダム工事事務所モデル事務所：立野ダム工事事務所

※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）

フェリー
RORO船

離陸を待つ
航空機

▼ガントリークレーン

▼コンテナ船

岸壁の延伸岸壁の延伸

※i-construction：国土交通省が掲げる生産性革命プロジェクトの1つ

昭和63年

平成28年
4月

86420 10
（時間）

8時間45分

4時間25分短縮
4時間20分

【生産性向上のイメージ】

【ICT土工活用工事の効果】 【BIM/CIM※活用のイメージ】

【ICT土工】

150100500 200
（人日）

ICT施工

作業時間※縮減効果

従来施工

111.0

170.3

ICT導入で約3割
生産性を向上

3次元データを重機に読み込み、
確認しながら目印（丁張り）無しで
効率的に工事を行います

北九州市～宮崎市の所要時間比較

設計データ
（イメージ）

切出位置

・丁張り不要

延岡市

大分市

北九州
市

福岡市

熊本市

鹿児島
市

宮崎市

長崎市

佐賀市

北九州
市

大分市

宮崎市
鹿児島
市

熊本市

長崎市

佐賀市

福岡市

延岡市からの時間距離※の変化

※時間距離：中心都市から各都市までの
　距離を自動車での所要時間で表現したもの

東町漁協
あずまちょう

約48分短縮

鹿児島県内
ブリ取扱量
(14,202t)

東町漁協
78%

その他
10%

鹿屋市
市場4%

鹿児島市
中央市場8%

資料：鹿児島県水産物卸売市場年報(H30)

（鹿児島県内約８割）

長島町における「養殖ブリ」収穫量
資料：海面漁業生産統計調査 資料：東町漁協ヒアリング結果(R2.4)

全体の収穫量が減少する中
中国地方への出荷量が増加

出水～阿久根間
開通開通(トン）

(トン）

【東町漁協～八代IC】
整備前：約131分
整備後：約83分

ブランド養殖ブリの輸送範囲（翌日売り）

＜鹿児島県内「ブリ」取扱量＞

中国地方へのブリ出荷量
南九州西回り自動車道
高規格道路
国道 八代日奈久道路

延長12.0km
H13.10
全線開通

日奈久芦北道路
延長16.8km
H21.4
全線開通

芦北出水道路
延長29.6km
事業中

出水阿久津道路
延長14.9km
H29.11
全線開通

2車線
4車線

事業中区間
開通区間

H28.2
開通

H31.3
開通

フェリー・RORO船ターミナル

20,000

15,000

10,000

5,000

0

13,111 13,645

16,398
14,727 14,864

H26 H27 H28 H29 H30

1400

1200

1000

800

600

400

200

0
H28 H29

710
850

約1.2倍
（約140t増加）
約1.2倍

（約140t増加）

芦北～津奈木間

滑走路間隔
210m

九州圏広域地方計画は、平成２８年３月に決定し、九州圏の更なる発展に向け、今後概ね１０年間の地域のグランドデザイン
をとりまとめたものです。本計画は、３つの将来像と５つの戦略から構成されています。

九州地方の人口、面積、域内総生産（GDP）、製造品出荷額は、全国の１割程度です。

・世界の成長センターであるアジア地域の成長力を引き込む
日本の成長センター「ゲートウェイ九州」となって、日本の経済
成長に貢献することを目指しています。

・アジアとの交流・連携を促進する「ゲートウェイ九州」の形成
プロジェクト
・国内各圏域との交流・連携の強化プロジェクト

重点的に取り組む5つの戦略とそれを支える12のプロジェクト

東九州自動車道が北九州市から宮崎市まで直結したことにより、循環型の高速道路ネットワークが構築され、昭和63年当時
と比べると、北九州市から宮崎市までの所要時間が４時間２５分短縮しました。今後、東九州自動車道以外の道路ネットワーク
の推進により、さらなる時間短縮効果に加え、災害に強い道路ネットワークの構築を目指します。

新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、国際競争力の強化や訪日外国人旅行者の受入に対応した空港の機能強化を計
画的に推進します。
航空機の混雑・遅延の解消及び将来の航空需要に対応するため、福岡空港では滑走路の増設事業を推進します。

近年の激甚化する災害やインフラ老朽化の課題を解決し、地域の安全・安心を確保するためには、「地域の守り手」と
して最前線で活躍する地元建設業者の存在が必要不可欠です。
中長期的な建設業の「担い手の確保・育成」のため、市場の実態を反映した適正な予定価格の設定や工期の設定、施
工時期の平準化に、自治体と連携し取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症を契機とし、『非接触・リモート型』の働き方への転換と、さらなる生産性の向上を図るため、
インフラ分野のDXを推進します。
国土交通本省や国土技術政策総合研究所と連携した推進体制を構築するとともに、DXルームなどDX推進のための環境

を整備し、3次元データを活用した新技術の開発やこれらを活用する人材の育成を促進します。

・発注者・受注者間のやりとりを「非接触・リモ－卜」
 方式に転換するためのICT環境を整備

測量から設計、施工、維持管理に至る全ての建設プロセスで３次元データとITを組み合わせたi-Constructionを推進
します。

経済成長する東南アジアからの貨物を取り込むため、航路網の充実及び輸出入のためのコンテナの積替機能強化を図ります。

南九州西回り自動車道の開通により、東町漁協とのアクセス性が向上し、中国地方への出荷量が増加しました。今後、南九州西
回り自動車道の更なる整備に伴う、中部地方への販路拡大により、地域活性化が期待されます。今後も、人流・物流ネットワークに
寄与する道路整備を推進します。

近年、トラックドライバー不足が深刻化し、陸上輸送から海上輸送へ
のシフトが進み、国内物流を支えるフェリー・RORO船の役割が注目
されています。

■九州圏の３つの将来像
1.日本の成長センター「ゲートウェイ九州」

2.三層の重層的な圏域構造からなる「元気な九州圏」

九州圏広域地方計画ホームページ
http://www.qsr.mlit.go.jp/suishin/

3.巨大災害対策や環境調和を発展の原動力とする
　「美しく強い九州」

■将来像の実現に向けた戦略（プロジェクト）

１.アジアゲートウェイ機能の強化

・九州圏に活力をもたらす交流・連携の促進プロジェクト
・九州圏の交流・連携を促進するネットワーク基盤の整備プロ
ジェクト

2.九州圏の活力を創出する交流・連携の促進

・九州圏を支える基幹産業の発展と活性化プロジェクト
・高度なニーズにこたえる農林水産業や地域産業の新たな展開
プロジェクト

3.九州圏の基幹産業や地域産業の活性化

・九州圏の活力源となる高次都市機能の向上と連携の強化プロ
ジェクト
・都市と農山漁村の連携の強化と生活環境の向上プロジェクト
・離島・半島・中山間地域等の活力の維持と向上を図る定住環境
の形成プロジェクト　
・九州圏の活力を担う人材の地産地活プロジェクト

4.九州圏の圏域機能の向上と連携の強化

・巨大災害等への対応力の強化プロジェクト
・環境負荷の軽減と自然環境・国土の保全プロジェクト

5.九州圏の安全・安心の確保と自然環境・国土の保全

九州圏広域地方計画 検 索

九州圏広域地方計画　日本の成長センター「ゲートウェイ九州」～新しい風を西から～

九州地方の人口 九州地方の面積

九州地方の域内総生産（GDP） 九州地方の製造品出荷額

週休2日応援サイト 検索 『週休2日応援サイト』や『Facebookページ』
の開設により企業の取組を支援しています。全国

127,112千人
全国

365,188k㎡

北海道
5,267千人
（4.2%）

北海道
83,424k㎡
（22.8%）

沖縄
2,282k㎡
（0.6%）

東北
63,855k㎡
（17.6%）

関東
32,243k㎡
（8.8%）

中部
60,289k㎡
（16.6%）

近畿
32,858k㎡
（8.9%）

中国
31,816k㎡
（8.7%）

四国
18,787k㎡
（5.2%）

九州
39,634k㎡
（10.8%）

沖縄
1,481千人
（1.1%）

東北
8,750千人
（6.9%）

関東
43,607千人
（34.3%）

資料：令和3年1月住民基本台帳（総務省）

資料：令和2年10月全国都道府県
        市区町村別面積調
※都県にまたがる境界未定地域は含まない

資料：平成29年県民経済計算（内閣府）
資料：平成30年工業統計調査
　　（経済産業省）

中部
21,438千人
（16.9%）

近畿
22,483千人
（17.7%）

中国
7,338千人
（5.8%）

四国
3,801千人
（2.9%）

九州
12,947千人
（10.2%）

北海道
19兆4,301億円
（3.5%）

沖縄
4兆4,140億円
（0.8%）

北海道
6兆3,000億円
（1.8%）

沖縄
5,000億円
（0.2%）

東北
23兆7,000億円
（7.2%）東北

43兆4,464億円
（7.7%）

関東
230兆1,696億円
（40.9%）

中部
86兆1,571億円
（15.4%）

近畿
85兆9,000億円
（15.3%）

中国
30兆3,867億円
（5.4%）

四国
14兆5,820億円
（2.6%）

九州
47兆371億円
（8.4%）

全国
561兆5,230億円

関東
87兆3000億円
（26.4%）

北陸
9兆4,000億円
（2.8%）

中部
89兆8,000億円
（27.1%）

近畿
53兆円
（15.9%）

中国
27兆2,000億円
（8.3%）

四国
9兆5,000億円
（2.8%）

九州
25兆2,000億円
（7.5%）

全国
331兆9,000億円

新しい風を西から起こす

アジアの成長力
を引き込む

世界の成長センター

アジア地域

日本の成長センター
「ゲートウェイ九州」

国内各圏域との
交流・連携の強化

福岡

釜山

上海

香港

マニラ

ハノイ

バンコク

ニューデリー

シンガポール

ジャカルタ

フェリー寄港地

RORO船寄港地

■九州の将来像

○道路の整備効果（南九州西回り自動車道の整備効果）
■社会資本整備の戦略的かつ計画的な推進
○生産性を高める交通ネットワークの構築

■働き方改革、インフラ分野のDXの促進■人流・物流ネットワークの整備効果

『非接触・リモー卜型』に働き方を転換 インフラDXを推進する体制の構築

九州地方整備局DXルーム

○建設業の担い手の確保・育成

○インフラ分野のDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

○建設プロセス全体を３次元データでつなぐi-constructionの推進

○港湾の機能強化

■九州地方の現状

○港湾の整備効果

○航空ネットワークの充実

国土交通本省
インフラDX総合推進室
・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔 　
　機能等

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進
・新技術の現場実証等

国総研、土研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
･直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・3次元データや5G等を活用した新技
 術の研究開発
・海外動向の研究等

企業 大学

連携九州地方整備局 
インフラDX推進センター

九州技術事務所
(BIM/CIM人材育成センター)
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● 組織図 ● 組織数
国土交通省

九州地方整備局

総務部
防災室・災害対策マネジメント室

企画部
建政部
河川部
道路部
港湾空港部
営繕部
用地部

事務所
（45 事務所）

本　局

事務所

部
課・室

河川・道路関係事務所
河川関係事務所
道路関係事務所
港湾空港関係事務所
営繕関係事務所
公園関係事務所
技術事務所

8
50
45
9
13
6
13
2
1
1

● 局・事務所位置図
国土交通省 九州地方整備局

河川・道路関係事務所（9箇所）

1

5

4

6

3

2

長崎河川国道事務所

熊本河川国道事務所

八代河川国道事務所

八代復興事務所

大分河川国道事務所

7

9

8

佐伯河川国道事務所

宮崎河川国道事務所

延岡河川国道事務所

大隅河川国道事務所

11

14

15

16

17

18

19

20

21

22

13

12

10 筑後川河川事務所

遠賀川河川事務所

武雄河川事務所

佐賀河川事務所

菊池川河川事務所

川辺川ダム砂防事務所

阿蘇砂防事務所

立野ダム工事事務所

山国川河川事務所

川内川河川事務所

筑後川ダム統合管理事務所

緑川ダム管理所

鶴田ダム管理所

河川関係事務所（13箇所）

道路関係事務所（6箇所）

24

28

27

25

23

26

福岡国道事務所

北九州国道事務所

有明海沿岸国道事務所

佐賀国道事務所

熊本復興事務所

鹿児島国道事務所

港湾空港関係事務所（13箇所）

29

33

32

34

35

36

37

38

39

40

41

31

30

下関港湾事務所

北九州港湾・空港整備事務所

博多港湾・空港整備事務所

苅田港湾事務所

唐津港湾事務所

長崎港湾・空港整備事務所

熊本港湾・空港整備事務所

別府港湾・空港整備事務所

宮崎港湾・空港整備事務所

鹿児島港湾・空港整備事務所

志布志港湾事務所

関門航路事務所

下関港湾空港技術調査事務所

営繕関係事務所（2箇所）

42

43

熊本営繕事務所

鹿児島営繕事務所

公園関係事務所（1箇所）

44 国営海の中道海浜公園事務所

技術事務所（1箇所）

45 九州技術事務所

組織のご案内

国土交通省九州地方整備局
〒812－0013 福岡市博多区博多駅東2丁目10番7号　福岡第二合同庁舎
ホームページ
みなさまの声を聞かせてください。九州地方整備局ホームページ「お問い合わせ」で受け付けています。
【九州地方整備局 Facebook】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://www.facebook.com/qsr.mlit.go.jp

【九州地方整備局 Twitter 採用情報】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://twitter.com/mlitKyushusaiyo

【九州地方整備局 Twitter】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://twitter.com/mlit_kyushu

【九州地方整備局 YouTube】
検索フォームに「九州地方整備局」と入力し検索又は、
右のQRコードからアクセスして下さい。

http://www.qsr.mlit.go.jp/ Eメール qsr-kikaku@mlit.go.jp
TEL.092(471)6331(代)

採用情報

コンテナ岸壁の延伸事業（博多港アイランドシティ地区） コンテナ船荷役状況（志布志港新若浜地区）

フェリー・RORO船ターミナルの整備（北九州港新門司地区）

離島の旅客ターミナルの整備（厳原港厳原地区）
いづはら

九州のフェリー（長距離・幹線航路）・RORO航路
※RORO船：トラックなどの車両を運搬できる
　　　　　　貨物用船舶

九州・沖縄の国・県・市町村を
メンバーとするブロック発注者協議会

◇滑走路増設事業の概要

モデル事務所：立野ダム工事事務所モデル事務所：立野ダム工事事務所

※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）

フェリー
RORO船

離陸を待つ
航空機

▼ガントリークレーン

▼コンテナ船

岸壁の延伸岸壁の延伸

※i-construction：国土交通省が掲げる生産性革命プロジェクトの1つ

昭和63年

平成28年
4月

86420 10
（時間）

8時間45分

4時間25分短縮
4時間20分

【生産性向上のイメージ】

【ICT土工活用工事の効果】 【BIM/CIM※活用のイメージ】

【ICT土工】

150100500 200
（人日）

ICT施工

作業時間※縮減効果

従来施工

111.0

170.3

ICT導入で約3割
生産性を向上

3次元データを重機に読み込み、
確認しながら目印（丁張り）無しで
効率的に工事を行います

北九州市～宮崎市の所要時間比較

設計データ
（イメージ）

切出位置

・丁張り不要

延岡市

大分市

北九州
市

福岡市

熊本市

鹿児島
市

宮崎市

長崎市

佐賀市

北九州
市

大分市

宮崎市
鹿児島
市

熊本市

長崎市

佐賀市

福岡市

延岡市からの時間距離※の変化

※時間距離：中心都市から各都市までの
　距離を自動車での所要時間で表現したもの

東町漁協
あずまちょう

約48分短縮

鹿児島県内
ブリ取扱量
(14,202t)

東町漁協
78%

その他
10%

鹿屋市
市場4%

鹿児島市
中央市場8%

資料：鹿児島県水産物卸売市場年報(H30)

（鹿児島県内約８割）

長島町における「養殖ブリ」収穫量
資料：海面漁業生産統計調査 資料：東町漁協ヒアリング結果(R2.4)

全体の収穫量が減少する中
中国地方への出荷量が増加

出水～阿久根間
開通開通(トン）

(トン）

【東町漁協～八代IC】
整備前：約131分
整備後：約83分

ブランド養殖ブリの輸送範囲（翌日売り）

＜鹿児島県内「ブリ」取扱量＞

中国地方へのブリ出荷量
南九州西回り自動車道
高規格道路
国道 八代日奈久道路

延長12.0km
H13.10
全線開通

日奈久芦北道路
延長16.8km
H21.4
全線開通

芦北出水道路
延長29.6km
事業中

出水阿久津道路
延長14.9km
H29.11
全線開通

2車線
4車線

事業中区間
開通区間

H28.2
開通

H31.3
開通

フェリー・RORO船ターミナル

20,000

15,000

10,000

5,000

0

13,111 13,645

16,398
14,727 14,864

H26 H27 H28 H29 H30

1400

1200

1000

800

600

400

200

0
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九州圏広域地方計画は、平成２８年３月に決定し、九州圏の更なる発展に向け、今後概ね１０年間の地域のグランドデザイン
をとりまとめたものです。本計画は、３つの将来像と５つの戦略から構成されています。

九州地方の人口、面積、域内総生産（GDP）、製造品出荷額は、全国の１割程度です。

・世界の成長センターであるアジア地域の成長力を引き込む
日本の成長センター「ゲートウェイ九州」となって、日本の経済
成長に貢献することを目指しています。

・アジアとの交流・連携を促進する「ゲートウェイ九州」の形成
プロジェクト
・国内各圏域との交流・連携の強化プロジェクト

重点的に取り組む5つの戦略とそれを支える12のプロジェクト

東九州自動車道が北九州市から宮崎市まで直結したことにより、循環型の高速道路ネットワークが構築され、昭和63年当時
と比べると、北九州市から宮崎市までの所要時間が４時間２５分短縮しました。今後、東九州自動車道以外の道路ネットワーク
の推進により、さらなる時間短縮効果に加え、災害に強い道路ネットワークの構築を目指します。

新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、国際競争力の強化や訪日外国人旅行者の受入に対応した空港の機能強化を計
画的に推進します。
航空機の混雑・遅延の解消及び将来の航空需要に対応するため、福岡空港では滑走路の増設事業を推進します。

近年の激甚化する災害やインフラ老朽化の課題を解決し、地域の安全・安心を確保するためには、「地域の守り手」と
して最前線で活躍する地元建設業者の存在が必要不可欠です。
中長期的な建設業の「担い手の確保・育成」のため、市場の実態を反映した適正な予定価格の設定や工期の設定、施
工時期の平準化に、自治体と連携し取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症を契機とし、『非接触・リモート型』の働き方への転換と、さらなる生産性の向上を図るため、
インフラ分野のDXを推進します。
国土交通本省や国土技術政策総合研究所と連携した推進体制を構築するとともに、DXルームなどDX推進のための環境
を整備し、3次元データを活用した新技術の開発やこれらを活用する人材の育成を促進します。

・発注者・受注者間のやりとりを「非接触・リモ－卜」
 方式に転換するためのICT環境を整備

測量から設計、施工、維持管理に至る全ての建設プロセスで３次元データとITを組み合わせたi-Constructionを推進
します。

経済成長する東南アジアからの貨物を取り込むため、航路網の充実及び輸出入のためのコンテナの積替機能強化を図ります。

南九州西回り自動車道の開通により、東町漁協とのアクセス性が向上し、中国地方への出荷量が増加しました。今後、南九州西
回り自動車道の更なる整備に伴う、中部地方への販路拡大により、地域活性化が期待されます。今後も、人流・物流ネットワークに
寄与する道路整備を推進します。

近年、トラックドライバー不足が深刻化し、陸上輸送から海上輸送へ
のシフトが進み、国内物流を支えるフェリー・RORO船の役割が注目
されています。

■九州圏の３つの将来像
1.日本の成長センター「ゲートウェイ九州」

2.三層の重層的な圏域構造からなる「元気な九州圏」

九州圏広域地方計画ホームページ
http://www.qsr.mlit.go.jp/suishin/

3.巨大災害対策や環境調和を発展の原動力とする
　「美しく強い九州」

■将来像の実現に向けた戦略（プロジェクト）

１.アジアゲートウェイ機能の強化

・九州圏に活力をもたらす交流・連携の促進プロジェクト
・九州圏の交流・連携を促進するネットワーク基盤の整備プロ
ジェクト

2.九州圏の活力を創出する交流・連携の促進

・九州圏を支える基幹産業の発展と活性化プロジェクト
・高度なニーズにこたえる農林水産業や地域産業の新たな展開
プロジェクト

3.九州圏の基幹産業や地域産業の活性化

・九州圏の活力源となる高次都市機能の向上と連携の強化プロ
ジェクト
・都市と農山漁村の連携の強化と生活環境の向上プロジェクト
・離島・半島・中山間地域等の活力の維持と向上を図る定住環境
の形成プロジェクト　
・九州圏の活力を担う人材の地産地活プロジェクト

4.九州圏の圏域機能の向上と連携の強化

・巨大災害等への対応力の強化プロジェクト
・環境負荷の軽減と自然環境・国土の保全プロジェクト

5.九州圏の安全・安心の確保と自然環境・国土の保全

九州圏広域地方計画 検 索

九州圏広域地方計画　日本の成長センター「ゲートウェイ九州」～新しい風を西から～

九州地方の人口 九州地方の面積

九州地方の域内総生産（GDP） 九州地方の製造品出荷額

週休2日応援サイト 検索 『週休2日応援サイト』や『Facebookページ』
の開設により企業の取組を支援しています。全国

127,112千人
全国

365,188k㎡

北海道
5,267千人
（4.2%）

北海道
83,424k㎡
（22.8%）

沖縄
2,282k㎡
（0.6%）

東北
63,855k㎡
（17.6%）

関東
32,243k㎡
（8.8%）

中部
60,289k㎡
（16.6%）

近畿
32,858k㎡
（8.9%）

中国
31,816k㎡
（8.7%）

四国
18,787k㎡
（5.2%）

九州
39,634k㎡
（10.8%）

沖縄
1,481千人
（1.1%）

東北
8,750千人
（6.9%）

関東
43,607千人
（34.3%）

資料：令和3年1月住民基本台帳（総務省）

資料：令和2年10月全国都道府県
        市区町村別面積調
※都県にまたがる境界未定地域は含まない

資料：平成29年県民経済計算（内閣府）
資料：平成30年工業統計調査
　　（経済産業省）

中部
21,438千人
（16.9%）

近畿
22,483千人
（17.7%）

中国
7,338千人
（5.8%）

四国
3,801千人
（2.9%）

九州
12,947千人
（10.2%）

北海道
19兆4,301億円
（3.5%）

沖縄
4兆4,140億円
（0.8%）

北海道
6兆3,000億円
（1.8%）

沖縄
5,000億円
（0.2%）

東北
23兆7,000億円
（7.2%）東北

43兆4,464億円
（7.7%）

関東
230兆1,696億円
（40.9%）

中部
86兆1,571億円
（15.4%）

近畿
85兆9,000億円
（15.3%）

中国
30兆3,867億円
（5.4%）

四国
14兆5,820億円
（2.6%）

九州
47兆371億円
（8.4%）

全国
561兆5,230億円

関東
87兆3000億円
（26.4%）

北陸
9兆4,000億円
（2.8%）

中部
89兆8,000億円
（27.1%）

近畿
53兆円
（15.9%）

中国
27兆2,000億円
（8.3%）

四国
9兆5,000億円
（2.8%）

九州
25兆2,000億円
（7.5%）

全国
331兆9,000億円

新しい風を西から起こす

アジアの成長力
を引き込む

世界の成長センター

アジア地域

日本の成長センター
「ゲートウェイ九州」

国内各圏域との
交流・連携の強化

福岡

釜山

上海

香港

マニラ

ハノイ

バンコク

ニューデリー

シンガポール

ジャカルタ

フェリー寄港地

RORO船寄港地

■九州の将来像

○道路の整備効果（南九州西回り自動車道の整備効果）
■社会資本整備の戦略的かつ計画的な推進
○生産性を高める交通ネットワークの構築

■働き方改革、インフラ分野のDXの促進■人流・物流ネットワークの整備効果

『非接触・リモー卜型』に働き方を転換 インフラDXを推進する体制の構築

九州地方整備局DXルーム

○建設業の担い手の確保・育成

○インフラ分野のDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

○建設プロセス全体を３次元データでつなぐi-constructionの推進

○港湾の機能強化

■九州地方の現状

○港湾の整備効果

○航空ネットワークの充実

国土交通本省
インフラDX総合推進室
・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔 　
　機能等

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進
・新技術の現場実証等

国総研、土研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
･直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・3次元データや5G等を活用した新技
 術の研究開発
・海外動向の研究等

企業 大学

連携九州地方整備局 
インフラDX推進センター

九州技術事務所
(BIM/CIM人材育成センター)


